
沖縄県 （令和4年4月１日以降適用）

　　　　　　個人　　　　　　　　　３，１４０，０００円 １　年 据置期間経過後

　　　　　　団体　　　　　　　　　４，７１０，０００円 連帯保証人あり

７年以内 　　　→無利子

寡婦 （注２）（注３）

　　　　　　個人    　　　　　  　１，５７０，０００円 ６か月 据置期間経過後 連帯保証人あり

　　　　　　団体   　　　　       １，５７０，０００円 　　　→無利子

７年以内 （注２）（注３）

寡婦

据置期間経過後

就学期間中 当該学校卒業後 ２０年以内 無利子

父母のない児童 ６か月 専修学校(一般)

寡婦が扶養する子 ５年以内

母子家庭の母 　　　　　　【一般】　月　額　　　　　　６８，０００円

父子家庭の父 　　　　　　【特別】　一　括　  　　　８１６，０００円 知識技能習得後 据置期間経過後 連帯保証人あり

寡婦 　　　　　　　　　　　　　　           　　（１２月相当） 　　　→無利子

　　　　　　運転免許 　　　 　　　　４６０，０００円 １　年 ２０年以内 （注２）

　　　　　　月　　　額  　         　　　６８，０００円

　　　　　　運転免許　           　　４６０，０００円 知識技能習得後 据置期間経過後

無利子

１　年 ２０年以内

父母のない児童

寡婦が扶養する子

　　　　　　　一　般　　　　　　　　　１００，０００円 据置期間経過後 連帯保証人あり

　　　→無利子

　　　　　　　特　別　　　　　　　　　３３０，０００円 １　年       　６年以内 （注２）

父母のない児童 ※児童にかかる

寡婦 　ものは無利子

　　　　　　 【医療】　    　　　　　　 ３４０，０００円

　　　　　　　　　　特　別 　　      　４８０，０００円 据置期間経過後

６か月       　５年以内 連帯保証人あり

              【介護】　  　　         　 ５００，０００円 　　　→無利子

寡婦 （注２）

　            【一般】   　月　額    　１０５，０００円 据置期間経過後

母子家庭の母 　            【技能】   　月　額  　　１４１，０００円 　　技能習得

２０年以内 連帯保証人あり

父子家庭の父 　　医療又は介護 　　　→無利子

５年以内 （注２）

寡婦 　　生活安定貸付

８年以内

　　失業　

５年以内

母子家庭の母 据置期間経過後

父子家庭の父                                         １，５００，０００円 ６か月       　６年以内 連帯保証人あり

寡婦       　　　　（ 特別        　　　２，０００，０００円） 　　　→無利子

   (特別７年以内） （注２）（注３）

母子家庭の母

父子家庭の父 　　　　　　　                        　　２６０，０００円 ６か月 据置期間経過後 連帯保証人あり

寡婦    　　３年以内 　　　→無利子

（注２）

・小学校　　　　　　　   　 　　　　　　　６４，３００円

・中学校　　　　　　　   　 　　　　　　　８１，０００円

据置期間経過後

父母のない児童 当該学校卒業後 　   　20年以内

６か月 無利子

寡婦が扶養する子

専修学校(一般)

５年以内

・国公立大学院　　　　　　　　　　　３８０，０００円

・私立大学院　　 　　　　　　　　　　 ５９０，０００円

母子家庭の母

父子家庭の父 据置期間経過後 連帯保証人あり

寡婦 　    　５年以内 　　　→無利子

（注２）

（注１）違約金：年賦、半年賦、月賦いずれの場合でも、その指定日に償還しなかった時は、その翌日から納入した当日までの日数を計算して違約金を請求します。

　　平成27年３月31日までの滞納分は年１０．７５％、平成27年４月１日以降滞納分は年５％、令和２年４月1日以降滞納分は年３％。

（注２）連帯保証人なし→有利子（年１．０％）を選択する場合：連帯保証人同等の償還能力があると判断された場合に限られます。

（注３）　「事業開始資金」「事業継続資金」「住宅資金」の場合は2名以上の連帯保証人が必要です。

母子父子寡婦福祉資金貸付金の概要

資金の
種　類

貸　　付　　対　　象　　等 貸　付　限　度　額 貸付を受ける期間 据置期間 償還期限 利　率

(注)複数の母子家庭の母等が共同して起業する
場合の限度額は団体貸付の限度額を摘用できる
ものとする。

修
学
資
金

母子家庭の母が
扶養する児童

大学院、高等学校、大学、
高等専門学校又は専修学
校に就学させるための授業
料、書籍代、交通費等に必
要な資金

父子家庭の父が
扶養する児童

　裏面「修学資金貸付限度額（月額）一覧表」
                                           　　   のとおり

事
業
継
続

　
　
資
金

母子家庭の母
父子家庭の父

現在営んでいる事業（母子・
父子福祉団体については政
令で定める事業）を継続する
ために必要な商品、材料等
を購入する運転資金

母子・父子福祉団体

事
業
開
始
資
金

母子家庭の母
父子家庭の父 事業（例えば洋裁、軽飲食、

文具販売、菓子小売業等、
母子福祉団体については政
令で定める事業）を開始する
のに必要な設備、什器、機
械等の購入資金

母子・父子福祉団体

知識技能を習得
す
る期間中５年を越
え
ない範囲内

修
業
資
金

母子家庭の母が
扶養する児童

事業を開始し又は就職する
ために必要な知識技能を習
得するために必要な資金

知識技能を習得
す
る期間中５年を越
え
ない範囲内

父子家庭の父が
扶養する児童

(注)修業施設で知識、技能習得中の児童が１８歳
に 達した日以降の最初の３月３１日が終了したこ
とにより児童扶養手当等の給付を受けることがで
きなくなった場合、上記の額に児童扶養手当の
額を加算した額

技
能
習
得

　
　
資
金

自ら事業を開始し又は会社
等に就職するために必要な
知識技能を習得するために
必要な資金（例：ﾎｰﾑﾍﾙ
ﾊﾟｰ、パソコン、栄養士等）

就
職
支
度

　
　
資
金

母子家庭の母又は
児童

就職するために直接必要な
被服、履物等及び通勤用自
動車等を購入する資金

父子家庭の父又は
児童

医
療
介
護

　
　
資
金

母子家庭の母又は
児童※

医療又は介護（当該医療又
は介護を受ける期間が１年
以内の場合に限る）を受ける
ために必要な資金

父子家庭の父又は

児童
※

※介護の場合は児童
を除く

生
　
活
　
資
　
金

・知識技能を習得している間
・医療若しくは介護を受けて
いる間
・母子家庭又は父子家庭に
なって間もない（７年未満）
生活を安定・継続する間（生
活安定期間）
・失業中の生活を安定・継続
するのに必要な生活補給資
金

・知識技能を習得
す
　る期間中、５年
以 知識技能習得

後、医療若しくは
介護終了後又は
生活安定期間の
貸付若しくは失業
中の貸付期間満
了後６か月

（注）生活安定期間の貸付は、配偶者のないもの
となった事由の生じたときから７年を経過するまで
の期間中、月額１０５，０００円、合計２５２万円を限
度とする。
また、生活安定期間中の養育費の取得のための
裁判費用については、1,236,000円（一般分の１２
月相当）を限度として貸付けることができる。

・医療又は介護を
受
　けている期間中
１

・離職した日の翌
日
　から１年以内

結
婚
資
金

母子家庭の母が扶養する児
童、父子家庭の父が扶養す
る児童、寡婦が扶養する２０
歳以上の子の婚姻に際し必
要な資金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３００，０００円

住
宅
資
金

住宅を建設し、購入し、補修
し、保全し、改築し、又は増
築するのに必要な資金

転
宅
資
金

住宅を移転するため住宅の
賃借に際し必要な資金

就
学
支
度
資
金

母子家庭の母が
扶養する児童

就学、修業するために必要
な被服等の購入に必要な資
金

父子家庭の父が
扶養する児童

６か月

・国公立高校等　　　　　（自   宅） １５０，０００円
　　　　　　　　　　       　（自宅外） １６０，０００円

・私立高校　　　　　　　　（自   宅） ４１０，０００円
　　　　　　　　　　　　　  　（自宅外）４２０，０００円

・国公立大学・短大等　（自   宅） ４１０，０００円
　　　　　　　　　　　　　  　（自宅外）４２０，０００円

・私立大学・短大等　　 （自   宅） ５８０，０００円
　　　　　　　　　　　　　  　（自宅外）５９０，０００円

・修業施設等　　　   　　（自   宅）　２７２，０００円
　　　　　　　　　　　　　   （自宅外）  ２８２，０００円



学年別

学校等種別

自宅 27,000円 27,000円 27,000円

自宅外 34,500円 34,500円 34,500円

自宅 45,000円 45,000円 45,000円

自宅外 52,500円 52,500円 52,500円

自宅 31,500円 31,500円 31,500円 67,500円 67,500円

自宅外 33,750円 33,750円 33,750円 76,500円 76,500円

自宅 48,000円 48,000円 48,000円 98,500円 98,500円

自宅外 52,500円 52,500円 52,500円 115,000円 115,000円

自宅 67,500円 67,500円

自宅外 78,000円 78,000円

自宅 89,000円 89,000円

自宅外 126,500円 126,500円

自宅 67,500円 67,500円

自宅外 96,500円 96,500円

自宅 93,500円 93,500円

自宅外 131,000円 131,000円

自宅 71,000円 71,000円 71,000円 71,000円 71,000円 71,000円

自宅外 108,500円 108,500円 108,500円 108,500円 108,500円 108,500円

自宅 108,500円 108,500円 108,500円 108,500円 108,500円 108,500円

自宅外 146,000円 146,000円 146,000円 146,000円 146,000円 146,000円

132,000円 132,000円

183,000円 183,000円 183,000円

専修学校（一般課程） 51,000円 51,000円

　❀お問い合わせ先❀

　○申請窓口※各市町村 石垣市役所　こども家庭課　８７－９０６４

　　竹富町役場　福祉支援課　８３-７４１５ 与那国町役場　長寿福祉課　８７-３５７５

　○制度全般のお問い合わせ 八重山福祉事務所　福祉班　８２－２３３０

　◆その他ひとり親支援制度のご案内◆

　　　●高等職業訓練促進給付金
　　　　養成機関に１年以上修学し、看護師、保育士等、就職に有利な資格取得を目指すひとり親

　　　●自立支援教育訓練給付金

　　　　＊お問い合せ先＊
　　　　　・市にお住まいの方　　→ 各市母子福祉担当課
　　　　　・町村にお住まいの方 → 各福祉事務所

大　　学

国公立

私立

大　学　院
修士課程

博士課程

　　　　家庭の親に対し、生活費の補助として月額10万円（最終学年度は月額14万円（課税世帯は
　　　　月額７万500円、最終学年度は11万500円））を支給します。

　　　　就職に有利な資格取得のために講座を受講した場合、受講費用の60％相当額を
　　　　支給します。（支給額には上限があり、受講前に、各市母子福祉担当課又は各福祉
　　　　事務所から講座の指定を受ける必要があります。）

（注2）大学等修学支援法第３条に規定する大学等における修学の支援を受けた場合、その相当額
について当該支援を受けた日から６ヶ月以内の償還義務あり。

（注1）大学等修学支援法第３条に規定する大学等における修学の支援を受けることができる場合の
限度額については、所定の額から当該支援の額に相当する額を控除した額とする。

専修学校（専
門課程）

国公立

私立

短期大学

国公立

私立

高等学校
専修学校（高

等課程）

国公立

私立

高等専門
学校

国公立

私立

６年

修学資金　貸付限度額（月額）一覧表

１年 ２年 ３年 ４年 ５年


